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一般職員の退職手当の改正概要 

 

 

１ 改正理由 

  国における退職手当の支給水準の引下げ及び特別区における行政系人事制度の改

正の趣旨等を踏まえ、官民均衡を図るとともに在職期間中の職務・職責に応じた貢

献度をより一層反映するため、退職手当の見直し等を行った。 

  ※ 行政職給料表（一）が適用される職員において、平均２．８２％（約６５ 

   万円）の引下げ 

 

２ 改正概要 

（１）退職手当の基本額に係る支給割合の改定 

   退職手当の基本額に係る勤続期間ごとの支給割合を次のように改定した。 

ア 普通退職の場合 

勤続期間 現   行 改 正 案 

１年～１０年 ５０／１００ ５０／１００（現行どおり） 

１１年～１５年 １１５／１００ １０７／１００ 

１６年～２０年 １５５／１００ １５３／１００ 

２１年～２５年 ２１０／１００ ２００／１００ 

２６年～３０年 １４０／１００ １３４／１００ 

３１年以上 １０５／１００ １０１／１００ 

   ※ 最高支給率については、４１．２５月を３９．７５月とした。 

 

  イ 定年退職等の場合 

勤続期間 現   行 改 正 案 

１年～１０年  ８５／１００  ８３／１００ 

１１年～１５年 １６５／１００ １５７／１００ 

１６年～２５年 １７５／１００ １６８／１００ 

２６年～３４年 １６０／１００ １５４／１００ 

３５年以上 ９０／１００ ８９／１００ 

  ※ 最高支給率については、４９．５５月を４７．７月とした。 

  

（２）退職手当の調整額に係る改正 

   退職手当の調整額に係る区分及び退職手当の調整額の算出に係るポイントを

次のように改正した。 



 

 

 

 

現   行 改 正 案 
   

区  分 適用区分 

在職１年当

たりのポイ

ント 

第１号区分 部長 ４０２ 

第２号区分 統括課長 ３３５ 

第３号区分 課長・園長 ２６８ 

第４号区分 
総括係長 

副園長 
２０７ 

第５号区分 
係長 

統括技能長 
１８５ 

第６号区分 技能長 １６８ 

第７号区分 

主任主事 

技能主任 

主任教諭 

１４６ 

第８号区分 
上記以外の

職員 
０ 

  

 

区  分 適用区分 

在職１年当

たりのポイ

ント 

第１号区分 部長 ４００ 

第２号区分 課長・園長 ３００ 

第３号区分 
課長補佐 

副園長 
２１５ 

第４号区分 
係長 

統括技能長 
１９０ 

第５号区分 技能長 １７０ 

第６号区分 

主任 

技能主任 

主任教諭 

１４８ 

第７号区分 
上記以外の

職員 
０（現行どおり） 

 

  
 

（３）支給制限処分に係る改正 

現在、全額不支給としている懲戒免職処分等に係る退職手当について、国・他

団体との制度的均衡の観点や現行制度上の課題等を踏まえ、全額不支給を原則と

しつつ、非違の内容や程度等に特に斟酌すべき事情がある場合には、一部を不支

給とすることができるものとした。 

 

３ 施行期日 

平成３０年４月１日 

 


